
 1 

貸  借  対  照  表  
 

平成 27年 3月 31日 現在 

（ 単位：千円） 

科         目 金    額 科         目 金    額 

（ 資 産 の 部 ） 

流  動  資  産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

仕     掛     品 

材 料 

繰 延 税 金 資 産 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

 

 

 

固  定  資  産 

( 有 形 固 定 資 産 ) 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

( 無 形 固 定 資 産 ) 

電 話 加 入 権 

(投資その他の資産) 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

 

    

12,624,260 

4,960,756 

544,657 

4,095,519 

1,473,454 

1,173,508 

128,738 

8,562 

238,218 

844 

 

 

 

5,599,658 

( 4,757,888) 

2,128,019 

18,392 

412,924 

35,032 

94,878 

2,035,285 

33,356 

 (  4,395) 

4,395 

(  837,374) 

138,413 

525,733 

1,574 

166,782 

4,871 

 

 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

設備建設支払手形 

未 払 消 費 税 

 

固 定 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

 

3,253,278 

1,539,245 

419,549 

490,972 

135,193 

139,608 

147,479 

11,456 

243,412 

8,000 

34,940 

83,418 

 

611,382 

495,434 

115,947 

負 債 合 計 3,864,660 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳積立金 

別 途 積 立 金 

繰越利益剰余金 

 

 

 

14,359,258 

988,472 

1,025,816 

1,025,816 

12,344,970 

110,655 

12,234,314 

61,935 

685,000 

11,487,379 

 

純 資 産 合 計 14,359,258 

資   産   合   計 18,223,919 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,223,919 

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。             
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損  益  計  算  書  
 

自 平成 26年 4月  1日 

至 平成 27年 3月 31日 

（単位：千円） 

科目 金額 

売 上 高  10,923,162 

売 上 原 価  8,733,188 

売 上 総 利 益  2,189,974 

販売費及び一般管理費  428,779 

営 業 利 益  1,761,195 

営 業 外 収 益   

 受 取 利 息 751  

 為 替 差 益 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

そ の 他 

92,081 

11,334 

59,119 

 

 

163,287 

営 業 外 費 用   

 固 定 資 産 除 売 却 損 

そ の 他 

97 

8,663 

 

8,760 

経 常 利 益  1,915,722 

   

税 引 前 当 期 純 利 益 

 

 1,915,722 

法人税、住民税及び事業税  651,482 

法 人 税 等 調 整 額  17,747 

当 期 純 利 益  1,246,491 

(注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書  
 

自 平成 26年 4月  1日 

至 平成 27年 3月 31日 

（単位：千円） 

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

株主資本  

合計 資本    

準備金 

利益   

準備金 

その他利益剰余金 

圧縮記帳

積立金 

別途積

立金 

繰越利益剰

余金 

当期首残高 988,472 1,025,816 110,655 61,242 685,000 10,581,080 13,452,267 13,452,267 

当期変動額         

剰余金の配当      △339,500 △339,500 △339,500 

当期純利益      1,246,491 1,246,491 1,246,691 

圧縮記帳積立

金の繰入 
   3,146  △3,146 - - 

圧縮記帳積立

金の取崩 
   △2,454  2,454 - - 

当期変動額 

合計 
- - - 693 - 906,299 906,991 906,991 

当期末残高 988,472 1,025,816 110,655 61,935 685,000 11,487,379 14,359,258 14,359,258 

(注)  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個  別  注  記  表  
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法  

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法であります。 

   （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

材料は総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）、仕掛品は個別法による原価法  

 （収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）であります｡ 

   ２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

 定率法であります。 

ただし、平成10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）につきましては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

  建物及び構築物        4年～38年 

  機械装置及び車両運搬具    2年～ 8年 

   ３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権につきましては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

 従業員に対する賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金 

 従業員に対する退職給付の支払いに備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、簡便法により計上しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員の退任時に支出が予測される役員退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末支払見込額を計上し

ております。 

  ４．その他計算書類の作成のための基本となる事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式で行っております｡ 

（２）連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しております。 
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

１．担保に供している資産   

 現金及び預金                    8,000 千円 

２．有形固定資産の減価償却累計額     3,258,701 千円 

３．関係会社に対する金銭債権債務  

 短期金銭債権    3,689,895 千円 

 短期金銭債務            450,235 千円 

       

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

１．関係会社との取引高 

  売上高                     7,836,797 千円 

  仕入高                      520,102 千円 

  営業取引以外の取引高       45,353 千円 


